様式第２号（第６条関係）

事業計画書

１　申請者の概要等
(1)　申請者の概要
	フリガナ
	

	名称
	

	フリガナ
	

	代表者氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	　　年　　月　　日
	従業員数
	常用　　　　名
臨時　　　　名

	資本金
	千円
	業種
	

	主な売上げ
	1
	製品又はサービス
	

	
	
	納入又は販売先
	

	
	2
	製品又はサービス
	

	
	
	納入又は販売先
	

	
	3
	製品又はサービス
	

	
	
	納入又は販売先
	

	
	4
	製品又はサービス
	

	
	
	納入又は販売先
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	URL
	

	E-Mail
	

	担当者
	部署名
	

	
	役職・氏名
	


(2)　経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	年　　月
	年　　月
	年　　月

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期利益
	
	
	





２　事業計画の内容
	事業計画名
	

	事業計画の要約
	[bookmark: _GoBack]

	対象事業分野
	期待される効果
	☐付加価値

	
	
	☐利益率の向上

	
	
	☐新たな需要

	
	
	☐雇用創出

	
	
	☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	内容の分類
	☐新商品を開発又は新サービスを提供する事業

	
	
	☐既存事業を組み合わせた新たな事業

	
	
	☐地域の課題やニーズに対応した独自性のある事業

	
	
	☐地域資源を活かした新たな価値を創造する事業

	
	
	☐その他市長が必要と認める取組

	補助事業の開始日及び
完了予定日
	交付決定日
	～
	年　　　月　　　日

	補助事業の主な実施場所
	





３　補助事業の資金計画
(1)　補助対象分経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分・費目
	事業に要する経費
（Ａ:税込み）
	補助対象経費
（Ｂ:税抜き）
	補助金交付申請額
（Ｂ×3/4以内）
	積算根拠

	物品費計
	
	
	
	（1）–2のとおり
※見積書等根拠資料を提出すること

	機械装置備品費
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	専門家指導費計
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	委託外注費計
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	諸経費計
	
	
	
	

	賃貸借費
	
	
	
	

	知的財産関連費
	
	
	
	

	調査費
	
	
	
	

	クラウド利用費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」に３/４を乗じた額（1,000円未満は切り捨て）としてください。ただし、補助金の上限額は100万円です。


（1）-2　積算内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	費目
	用途の詳細
	単価
（税込）
	数量
	小計
（税込）
	小計
（税抜）
	備考

	物品費
	機械装置備品費
	
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	専門家指導費
	謝金
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	委託外注費
	委託費
	
	
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	
	
	

	諸経費
	賃貸借費
	
	
	
	
	
	

	
	知的財産関連費
	
	
	
	
	
	

	
	調査費
	
	
	
	
	
	

	
	クラウド費
	
	
	
	
	
	








(2)　補助対象外経費（事業に要する経費（A）－補助対象経費（B））
　　　　　　　　　　　　円
(3)　資金調達の内訳
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補助金
	
	

	借入金等
	
	

	その他
	
	

	合　　計　　額
	
	



(4)　補助金相当額の手当方法
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金等
	
	

	合　　計　　額
	
	



